経済と均衡 by 山田 雅俊
経 済 と 均 衡
山 田 雅 俊
AnEconomyanditsEquilibrium
YAMADA,Masatoshi
Abstract
Thepaperconsidersthequestionofwhatroles)theconceptofequilibrium
playsintheunderstandingandargumentsofeconomyandeconomicactivities.
Itbeginstoreconsiderhowtheconsumersdeterminetheirconsumptiondemand,
andhowtheproducersdeterminetheirsupplyofproductsintheirreallifeor
economicactivities.Thisreconsiderationseemstoleadtoanunderstanding
thattheirbehaviorsinreallifemuchdifferfromwhatmicroeconomic-or
equilibriumtheoriessay.Suchunderstandingofsupplyanddemandinareallife
andsociety,then,leadstoadifferentunderstandingofmarketeconomy,which
furtherimpliesaquestionofhowandwhateconomicpoliciesareconsideredand
settled.Thepaperarguesthattheeconomicsleavesthesequestions.
1.は じめに
経済学の多 くの議論は,よ く知られるように,ミ クロ理論 マクロ理論を
問わず 「均衡(equilibrium)」とい う概念 に大 き く依 存 してい る。 この,そ
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れら理論における議論が均衡概念に依存するという関係あるいは状況は,ミ
クロ理論に典型的にうかがえる。例えば,比較静学分析はミクロ経済分析の
方法として最 も基本的であるとともに,典型的でまた最も広 く見られるもの
と言えるが,そ れは,均衡を考える際の所与の条件(与 件)が 少 し変化する
場合に,変 化の前後の均衡において,目 的とす る変数の変化を明らかにす
る ・解明するというものである。つまり,そのような変化の解明を内容 ・目
的 とする比較静学分析は,均衡が存在する場合 にはじめて成立するもので,
同議論 ・分析(方 法)が 基本的に均衡(概念)に 依存 していることが分かる。
また,比 較静学分析のような応用的議論を言う以前に,ミ クロ理論の中心に
あると考えられる(一般)均 衡理論は,均衡が存在するか否かをその主要な
対象としている。 これらの事実あるいは経済理論における状況は,経 済理論
において均衡 という概念が大きな,よ り強 く言えば不可欠な役割を果たして
いることをよく示 していると考えられる。
これに対 して,現 実の経済(社 会)に おける取引,よ り一般的な表現では
経済活動は,上記のように経済学がその基礎に置 く均衡において行われると
は言えない,あ るいは,均衡であるか否かに関係な く行われている,と 言え
る。 これは,消費 ・需要についてはわれわれ自身の消費 ・購買行動において
日々経験することであり,また生産 ・供給についても,大 ・中 ・小各々の企
業の生産 ・販売の(決定 ・実行の)場 面を推測することで理解 されるであろ
う。つまり,前者の消費 ・購買に関 しては,例 えば1杯のコーヒーは(少 な
くとも通常)コ ーヒー店 ・カフェ等で販売されている価格で購入 し,それを
購入する者もまた販売店も,同 コーヒーに関する需給がその販売価格で丁度
一致 しているか どうかを確かめることはない,と言える。 これは後者の生
産 ・販売について も同様で,例えば大規模のメーカであれば(推 測であるが)
一定の生産計画に従って労働者を雇用し,工場 ・機械等の一定の生産設備を
持ちかつそれを運用 ・運転 し,生産計画に従って製品 ・生産物を生産 ・供給
し,その際同製品 ・生産物の需給が(経 済理論が言うようにちょうど)均衡
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しているか知らず,さ らに言えば,そ れらがい くらの価格で販売 されるか知
らないことも十分考えられよう。
ところで,こ のような状況は市場均衡理論の基礎的な枠組み ・理解を与
えたとされるL.Walras等にも認識 されていたもので,そ のような状況にお
いて も均衡を実現 し経済取引を可能にする仮想の仕組み としてL.Walrasが
「市場競 り人 ・調整者(auctioneer)」を考えた1)のに対し,それが当時の学
者 ・研究者に必ず しも妥当 ・適切なもの として受容されなかったことも,よ
く知 られるところであろう2)。
以上は,現 実の経済(社 会)に おける経済活動の決定 ・実行 と経済学にお
けるそれらが,根本的にあるいは相当大きく乖離 していることを示すのに十
分であると考えられる。現実の経済活動 と理論において想定 されている同活
動のこのような乖離はミクロ理論に最 も典型的に見 られると考え られ るが,
そのような乖離は無論マクロ理論でも同様 と考えられる。つまり,マクロ理
論でも,近年そのウェイ トが増 していると考えられる均衡論的マクロ理論が
当然同じ問題を内包 しているだけでなく,不完全雇用等の不均衡を内包 ・説
明 しようとするKeynesモデル,その代表的なものとも言えるIS-LMモデル・
理論でも,その基本的な部分は均衡(概 念)に 依存 しているからである。
本稿の目的は,上記のような現実の経済社会における経済活動の決定 ・実
行 と経済学におけるそれ らのあり方の基本的な乖離が,経 済(活 動)を 理解
し,さ らにそれ らを分析,そ れへの政策的介入を考察 ・検討しようとする際
に,影響あるいは問題を生じないかを考察しようとするものである。無論,
この問題は経済社会を理解するという点で も,経済学にとっても極めて大き
な意味あるいは関わりを持つと考えられ,ま たそれは広い範囲にわたると考
えられる。 しか し本稿では,現実の経済活動がどのように決定され,そ れを
理論あるいは研究の対象 としてどのように捉えるかを考える準備 として,消
費者の消費 ・需要および生産者の生産 ・供給がどのように決定され,そ の結
果 と考えられる(経済)取引が どのように行われるかを主な考察対象 とする。
3 一3一
以下,こ れを次のように議論する。すなわち,次 節では消費者の消費 ・需要
の行動について考え,第3節 で生産者の生産 ・供給行動について考察する。
第4章 では,以上のように捉えられる需要および供給が,市 場における取引
つ まり現実の経済活動 としてどのように現れるかを考える。最後に,本稿で
考えるような経済(活 動)の あり方が,市場経済についての理解,そ れに対
する政策的関与のあり方等についてどのような含意を持つかを概観する。
2.消費者と需要
2.1均衡と経済,貯 蓄,時 間
1)均衡 前節で特に断っていないが,そ こで述べた均衡 は無論ある財 ・
サー ビスに関する市場の(需給の)均衡,あ るいはそれらすべての財 ・サー
ビス市場の均衡(一 般均衡)を 意味 している。 これに対して,消 費者あるい
は生産者がその最適化を図っている状況は主体的均衡と呼ばれる。 したがっ
て,均 衡 という場合 もこの両者を区別する必要があるが,以 上の議論に見ら
れ また理解 されるように,本稿で問題にするのは,特 に断らない限 り,特定
の財の市場あるいは市場の一般的な均衡である。 さらに,必 要がある場合を
除 き,この2者 を特に区別せず単に均衡の言葉で表すことにしよう。
2)均衡 と時間,貯 蓄 ミクロ経済理論は基本的に静学的で無時間あるいは
時間が考慮 されない,と いう大きな特徴を持っている。 これはほぼすべての
ミクロ経済的議論に妥当すると考えられるが,そ れは一般均衡理論に最 も典
型的であると言え,同 理論は基本的に静学的で,そ こでは通常時間の変化 ・
推移が捨象されている。さらに,時間が考慮され複数の時点が扱われる場合
で も,そ れぞれの時点において(短 期的)均 衡(temporaryequilibrium)
が成立すると想定され,例 えば複数時点が仮に時間の流れに沿ったものであ
れば,そ の間の経済状態の推移が同経済の動学(的)経 路を表すことになる
が,そ の動学的経路 も各時点における短期的均衡が積み重ねられたものとし
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て捉えられる3)。
各時点において均衡が図 られ達成 されるというこの想定は,均衡が存在す
るためには当然各時点においてWalras法則が成立すると仮定 されるか,あ
るいは,同 関係が成立する状況が想定 されることを意味 し,同法則の成立を
保証するよう各時点におけるすべての所得が同時点において支出され需要に
向けられることを意味 している4)。そのことはさらに,現実に行われる貨幣
での(す なわちモ ノ・物財によるのでない)貯 蓄,つ ま り,(将来の消費に
備える等のために)あ る時点の所得(の 一部)を 時間を超えて所有 ・保存 ・
保蔵するようなことがないことを意味 している5)。
3)本稿の想定 以上を顧慮すると,本稿で問題 とする 「均衡」概念がもた
らすあるいは含意する問題を考えるためには,ま ずは,一般均衡理論等に見
られるような無時間 ・静学的状況を対象とすれば良いと考えられよう。そこ
で,本 稿では以下,特 に必要がない場合,無 時間 ・静学的状況を想定して議
論を行 う。
2.2効用最大化?
1)効用最大化 とその想定 上記の議論に従って,次 に,静学的な一般均衡
モデルで考察 される状況における消費者の行動を考えよう。 この,短 期ある
いは特定時点において効用最大化を図るという想定は,第1に,消 費者が将
来つまりは明日,1ヶ 月後あるいは1年後の消費,よ り通常の言い方 として
は生活を考慮 ・心配する必要がなく,その時点で保有するすべての所得を消
費する ・消費してよいことを意味する。各消費者がそのすべての所得を消費
するというこの考え方は,前 節でふれたWalras法則 を成立させ さらには均
衡の存在が保証 されるために,不 可欠の役割を果たすものである6)。
また,消 費者は効用最大化を図るために必要な情報つまり消費の対象とす
る財が何であり,その性質 ・機能,価 格等の情報を完全 に知っていることが
前提される。第3に,現 実 ・実際との比較の観点からは,効用最大化の対象
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に耐久財が含まれることがないか も問題になるであろう。さらに,最大化の
対象が多数の財で,た とえば1本の缶ジュースから車 ・家具等々にわたる場
合,そ れらの財消費のどのような組合せが効用最大化をもたらすか明確に判
断で きるか問題になりうること等 も効用最大化の想定の問題 としてあげられ
よう。
2)効用最大化と実際 均衡理論における消費行動について前項のような点
に注目すると,それぞれ同理論の問題 として指摘 されるところであるが,そ
れ らの想定が現実 ・実際の消費行動 と乖離 している様子が理解される。その
主要なものは次であろう。まず,現 実の消費者はその生存 ・生活の継続を想
定 し,したがって,明 日,1ヶ月後あるいは1年後等の将来を考慮すること
なく現在 ・今日の消費を決定することはあり得ないという点である。この点
をより明確に示す ものは 「現在を犠牲にして将来のために努力する」という
考え方で,そ れは経済活動に限 らず言われ る重要なものであるが,そ の言い
方 ・考え方は上記を象徴 していると言えよう。それは,仮 に効用最大化が行
われ ると考え得るとしても,現実には,借入(負 の貯蓄)の 可能性を含め貯
蓄の決定等が大きな要素の1つであることを意味すると考えられる7)。
第2に,情 報の問題は,経 済理論でも均衡の存否に主要 な関心が向けら
れ る場合以外には,情 報の不完全性,非 対称性等々 として広 く認識される
ことに注意すると,その重要性が容易に確認 される。つまり,情報が不完全
であった り非対称であるのは,何 も資金の貸 し手 と借 り手の間,特別な契約
を結ぶ場合等々のみに存在するのでなく,例えば,消 費者がその購入対象商
品の性質 ・機能を十分知らないことはかなり広 く存在 し,また,そ のような
事実 ・問題があ るからこそ,(消費者)ク ーリングオフ等の制度が設けられ,
消費者庁設置等消費者保護を目的 とした行政サービスが提供 されると言え
る。 このような状況は財の価格情報について も同じで,同 じ財が同一時刻に
(少し離れた場所 においてであれ),例えばスーパーのタイムセール等によっ
て異なる価格で販売 されることは,明 らかに広 く存在すると言える。
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さらに,実 際には多 くの耐久財が存在し,例 えば 『国民生活調査』で支出
の一定の割合を占める衣服 ・家具 ・住居等8)は耐久財の性質を持つ と考えら
れよう。現実にそのような財が存在 し,われわれがそれらを購入 ・消費(使
用)し ていることは,上 記の消費 ・生活の継続性に対応す るものであるが,
前小節で確認 した,理 論における短期 ・静学的状況の想定が実際 と乖離して
いることを別の点において示すもの と言える。
最後に,経済理論に現れる消費者 ・個人は経済人(homo-economics)と
呼ばれ合理的な存在 とされるが,比 較的近年に展開を見ている行動経済学9)
等の主張 として示 されるように,効用最大化を言 う場合でもその評価 ・判断
能力が相当程度限定 された状況は,現実には十分また広 く存在すると考えら
れる。
2.3消費,貯 蓄と時間的視野
1)消費行動と時間的視野 消費者行動に関して経済理論が想定する所は以
上のように,種 々の面で現実 ・実際 と乖離 していると考えられ るが,理論 と
現実の消費 ・需要(行 動)の 乖離を考えようとする場合は,理 由を異にする
種々の乖離 とともに,そ の何れが より大きな位置を占めるかも問題であろ
う。この点についても異なる評価があり得るが,こ こでは理論 ・論理の体系
性あるいは一貫性の観点か ら相対的により大きな意味を持つ と考えられる,
消費者がその消費 ・需要行動を決める上で重要な関わ りを持つ時間的視野の
問題を取 り上げ,そ して時間的視野の広がりを考慮すると,貨幣等金融資産
による貯蓄が問題になり,それはさらに一般均衡理論において均衡存在の基
礎 とされるWalras法則の成立を妨げ,ま た,マ クロ経済的な意味では需給
不均衡あるいは経済変動の可能性を示唆するものであることを見ておこう。
2)時間的視野 と消費,貯 蓄 前小節で見たように,実 際における消費ある
いは生活が今日のみではな く将来 ・明 日も継続される ・されねばならないこ
とを考慮すると,今 日・今期の消費の決定は当然明日以降の消費を如何に考
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えるかに大 きく依存するであろう。明 日以降の消費が如何に考えられ るか
は,第1に は明日以降に予測される所得に依存すると考えられる。 このよう
な状況で,現在 ・今期の所得を今すべて消費してしまうかが問題になるのは,
今期に比べ(将 来失業 ・退職等のため)将 来の所得が低 くなりうること,そ
してもう1つの大きな理由は将来の所得が不確実なことであろう。不確実性
は,一 般にそ して現実にも将来時点 と密接に関係 していると考えられるが,
現実の経済活動を考 える上では大 きな影響を及ぼす要素 と考えられる。つま
り,現在の消費を決定するに当たっても,所得を含め将来の不確実性を考慮
しなければならないこと,さらに,同 不確実性の中に,経済環境 ・条件,所
得等とともに,物価水準およびそれを構成する種々の財自体およびそれ らの
相対価格の変化 も含 まれることを考慮すると,不確実性が(特 に耐久財に関
し)現在の消費 ・需要に与える影響はさらに大きくなると推測される。
第2に,以 上のように,現在の消費を決定する場合も将来の所得等が問題
になるが,そ の将来がどれ程先であ り,どれ程長いかも,以上に劣らずある
いは以上 と相関 して大きな問題 と考えられる。 これは,例 えば現在わが国で
社会保障制度のあ り方が大きな問題 となっているが,そ の主要なひとつであ
る(公的)年金が問題であるのは,われわれの寿命 ・存命期間が確実でない・
確定していないことに最も大きな理由があると考えられることと関係するも
のであろう。 これは,現在の消費を決定する場合に問題 になる将来(の長 さ)
そのものもまた不確実 ・不確定であることを言うものである。つまり,現在
の消費を決める場合に,ど れだけ長期になるか分か らない存命期間を推測 ・
考慮 しなが ら,それが決定されなければならないという困難性が存在するこ
とになる。
第3に,わ れわれが本質的に連続な時間の中で生活 ・経済活動を行うこと
は,経 済理論が想定するように長期にわたる経済活動が,分 割された時間区
分における同活動を積み重ねたものとは異なることを示唆するが,そ れに対
応するように,消 費 ・支出の行動は,例 えば,朝通勤途上で新聞 ・雑誌を買
一g一 8
経 済 と 均 衡
い,昼 はレス トラン利用または弁当購入等の方法で昼食を取 り,退社後同僚
他 と飲食を行 う等々に見 られるように,連続的な時間経過の中で間歌的に行
われる,という点も注目され る。消費 ・需要の(大 きな部分の)決定がこの
ように時間的に間歌的に行われるとすると,それらの個 々の決定内容の重要
性が小さいものであるとしても,効用最大化理論が言う所 と異なり,ある特
定の時点で一定の所得を効用最大化を図るよう各消費への配分を決定する,
と考えるのが難 しくなることを意味するであろう。
第4に,第1,第2点 と関わるものであるが,実 際の消費 ・需要の決定は,
将来の消費を考慮 し,また,そ の場合に必然的に付随する不確実性を考慮 し
なければならないため,今 ・現在の所得の一部を将来消費のために取って置
くつ まり貯蓄が必然的に行われると言える。 この貯蓄は,均 衡理論で重要
な役割を果たすWalras法則 との関係で次のような含意を持つ と考えられる。
まず,Walras法則は1つの期間つまり静学的状況における総需要 ・消費額
と総供給 ・販売額が等しいことを言うものである。つまり,需要 ・消費各主
体の(粗)需 要をx',初期保有をω～'=1,..,1(1は消費者総数),供給 ・販売
各主体の供給 ・販売をyk,k=1,..,K(ただし,供給 ・販売者による需要は負
の値で表されているとする。Kは生産者総数),価格(ベ ク トル)をPで表す
と,Σ1px'=Σ1ρω'+Σκpykが成立することを意味する。よ く知られる
k=1Fl=i
ように,この関係が成立することを保証するため,(静学的)均 衡理論では
供給 ・販売者が得 る利潤がすべて需要 ・消費者に分配されかつそれがすべて
消費 ・支出されること,また,IS=LM等のKeynes的マクロモデルでは需要 ・
消費者の貯蓄は供給 ・販売者に融資され後者によって投資に向けられること
が,想 定される。 しか しここで,いわゆるタンス貯金等によって一部の所得
あるいは貯蓄が需要 ・支出に向けられない可能性があることを顧慮 しよう。
このことは必然的に,静学的な観点では上記の総需要 ・消費額 と総供給 ・販
売額が等しいことを言 うWalras法則が成立 しないこ とを意味 し,ま た,貯
蓄の額 ・量自体が将来の不確実性等の関係で変化 しうることを考慮すると,
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マクロ経済の視点では現在 ・今期の総消費額が変化する,つ まり,経済変動
がもたらされうることを含意する,こ とが理解されよう10)。
第5に,上 記 と関連するものであるが,現 実の貯蓄は,種 々の不確実性に
対応する等の目的によるものでもあるが,種 々の方法あるいは種々の実物
(物財)お よび金融資産を用いて行われる。 このように貯蓄が種々の方法で
行われるのは,貯蓄の方法 ・対象である種々の実物および金融資産が異なる価
値維持 ・保存能力および(利子等の)収益力を持つか らであるが,それはまた,
需要 ・消費の決定 とともに,消費者にとって貯蓄をどれだけ行うかとともに,
どのような方法で行うかも大きな問題になりうることを示唆 している。
2.4消費需要の決定
需要 ・消費の決定における上記のような諸特徴を併せ考慮すると,その内
容 ・状況は,効 用最大化理論特に静学的なそれが言 うところとは大 きく異
なったものになると考えられる。そのような需要 ・消費の内容および決定方
法は,上 記の諸特徴を顧慮しながら十分に検討 ・考察されなければならない
が,そ の主要な特徴 として次の諸点があげられよう。第1に,消 費 ・需要決
定(行 動)は,必 要な情報を完全 ・十分に保有し,あ る期に獲得できる所得
をすべて使い,効 用を最大化するようそれを定める,と いうのとは大 きく異
なりうるという点である。すなわち,情報は不完全で,将 来の生活つまりは
需要 ・消費も考慮 しなければならないが,将 来の状況 ・事態に関しては大き
な不確実性が存在 し,したがってまた必然的に情報は制限され,さ らに,最
大化すべき効用が,自 身の生存期間 ・寿命が不確実であることと相 まって,
どの時点 までの満足 ・効用であるかも不確実であるような状況 ・環境におい
て,消 費者の需要 ・消費が決定されなければならない ・されている,こ とが
注目され る。第2に,今 期 ・現在の需要が,明 日 ・来期以降の消費 ・生活を
も考慮 してなされると言うことは,一般 にある期の所得が同期にすべて消
費 ・支出されることはなく,(借入つまり負の貯蓄を含め)通常貯蓄が行われ,
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総需要額 と総供給額の一致つまりWalras法則が成立 しな くなることが注目
される。第3は,第1点 と重なるが,消 費需要の決定において,情報の不完
全 ・不十分性および状況 ・事態の不確実性が,本 質的なものとして存在する
という点である。第4に,そ の重要性あるいは本稿で考える問題 との関連は
必ず しも明確でないが,需 要 ・消費の決定が必ず しも一時点で同時に行われ
るのでなく,それが時間の経過にしたがって間歌的になされていると考えら
れる点である。以上は,現 実の需要 ・消費の決定は,効用最大化理論の主張
と異なり,これらの種々の制約的状況 ・環境で行われていると考えられる。
3.生産者 ・企業と供給
3.1供給 ・販売の決定と投資,時 間
1)主体的均衡 投資,時 間2.1節で見たように,一 般均衡理論に最も典
型的であるが ミクロ経済理論は基本的に静学的で無時間あるいは時間が考慮
されず,こ れは生産者 ・企業の場合 も同様であ り,さ らに時間が考慮され複
数の時点が考慮される場合で も,それぞれの時点において(短 期的)均衡が
成立すると想定され,時 間の流れに沿った動学的経路 も各時点における短期
的均衡が積み重ね られたものと考えられるのも同様であるm。
生産者 ・企業に関 して需要 ・消費者 と異なるのは,生 産者 ・企業について
は投資が重要な決定内容の1つ であり,その決定は将来をも考慮 してなされ
るもので,必 然的に時間(の変化)あ るいは複数の時点を含むものとなる可
能性が高い点である12)。このように生産者 ・企業にっいて投資が問題 となる
場合は当然に時間の推移を考慮することになるが,そ の場合でも,動学的経
路を短期的均衡の積み重ねとして捉えれば,投資時点 において見れば同投資
は単に生産者 ・企業による需要 として現れる。この ような形で,前 節でふれ
た,貨 幣での貯蓄つまり所得の時間を超えた保存(保 蔵)・持 ち越 しがない
ことと整合化が図られると言える。
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2)均衡と時間 一般均衡 ・静学的ミクロ理論における生産者 ・企業に関す
る時間の扱いが以上のようであることを顧慮すると,本稿で問題 とする 「均
衡」概念がもたらすあるいは含意する問題を考えるという観点では,基本的
に一般均衡理論等に見 られるような無時間の静学的状況を考えれば良いと考
えられる。そこで,本 節でも必要がない場合主 として無時間 ・静学的状況を
想定 して議論する。
3.2利潤最大化の想定 と含意
1)利潤最大化とその想定 上記の想定に従い,静学的な一般均衡モデルで
考察される状況における生産者 ・企業の行動を振 り返ろう。 この,短期ある
いは特定時点において利潤最大化を図るという想定は,第1に,生 産者 ・企
業が将来つまりは明日,1ヶ月後あるいは1年後の供給 ・販売を考慮する必
要がなく,その時点で保有するすべての技術および資本を利用 し生産 ・投入
を決定することを意味する。つまり,通常資本は使用によって減耗すると考
えられるが,所有する資本がどのように摩耗 ・減耗 し,そのことが明日・1ヶ
月後 ・1年後の供給 ・販売にどのように影響するかを考慮することなく,今
期のみの利益最大化を図るよう同資本を利用するというものである。このよ
うな状況は,消 費者が明日 ・1ヶ月後 ・1年後の生活を考慮することな く今
期のすべての所得 を消費するという仮定 と同様,明 日 ・1ヶ月後 ・1年後も
現在 と同様の生産 ・事業(活動)を 予定する,あ るいは,さ らにその拡大 ・
展開を考える,生 産者 ・企業にとっては,一般に適切な行動とは考えられな
いであろう。さらに,資本の利用,そ れと密接に関わる投資と深 く関係する
ものであるが,生 産者 ・企業が最大化 した利潤はすべて消費者 ・支出主体に
分配 されると想定 されるが,そ れがWalras法則を成立させるために重要な
役割を果たすとしても,企業が実際に利益を留保 し,それを十分保有するか
が投資の決定 と密接に関係するような状況 と対照 ・対比されるであろう13)。
第3に,消 費者の場合 と同様,生 産者 ・企業が利潤最大化のために必要
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な情報,つ ま り(産出をyh,投入をZy,その関係が滑 らかな生産関数 弼で
,yh=fh(Zh),h=1,..,Hのように表される,Hは 財の総数)投 入財 ・産出物間
の技術的関係がどのようであ り,それら各財の性質 ・機能,価 格等の情報を
完全に知っていることが前提される。第4に,現 実 ・実際 との比較の観点か
らは,利潤最大化のためにどのような生産方法の調整が行われるかも問題に
なるであろう。これは例えば,労働も資本 と同様容易に増減の調整ができな
い投入要素 と考えられるべきか等の論点に見られるものであり,短期的に調
整可能な投入 ・産出が どのような範囲であるかが問題になる。この点に関し,
完全に無時間 ・静学的理論では,資本 もまた他の投入要素 と同様サービスの
かたちで,今 期の使用のためにのみ購入 し,将来の資本設備のありようを考
えることがないと想定 される。すなわち,資 本(サ ービス)を含めすべての
生産要素について,利 潤最大化の条件である限界価値生産物=投 入要素価
格,つ まり,Wjを投入要素ノの価格,生 産関数協の要素ノの限界生産性をあ
として ρ協,=喝,h,ノ=1,..,H,の関係が成立するよう,投 入要素量および生
産量を決定すると考える。
2)利潤最大化の想定と実際 均衡理論あるいは静学的 ミクロ理論における
生産者 ・企業の利潤最大化行動の特徴が前項のようであるとすると,それぞ
れ同理論の問題 として指摘 されるように,次 のような現実 ・実際の生産 ・供
給行動 との乖離が見 られよう。その第1は,現 実の生産者 ・企業は,そ の事
業の継続を想定 し,したがって明日,1ヶ月後あるいは1年後等の将来を考
慮することなく,現在 ・今日の生産 ・販売を決定す ることはあり得ないと考
えられることである。このことはまた,仮 に現在の利潤最大化を図るとして
も,現実には同時に投資および(借 入の可能性を含め)貯 蓄の決定が大きな
関係 ・役割を持つことを意味している。
第2に,情 報に関する想定の問題は,消費者について述べたのと全 く同じ
理由で実際と乖離 し,生産者 ・企業の場合には特に,大 規模な投資は完成に
時間がかか り,そのために将来の不確実性が より深刻な問題になる状況は
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ニュース等でも見られるものである。つまり,特別な契約締結等の場合だけ
でなく,極めて一般的に取引 ・契約者の一方または双方に情報の不完全 ・非
対称の問題が存在す ると言える。 また,情報の不完全 ・非対称の問題に対処
する方法 として,消 費者の場合のクー リングオフ等の制度は存在 しないが,
生産者 ・企業に対 してはコンサルタント・投資顧問業者等が存在 し,情報自
体が取引の対象とされる状況があるが,そ の事実はまた情報の不完全 ・不確
実性の問題が重要であることを示 していると言える。また,消 費者の項で述
べた,同一財に異なる価格が設けられることについては,生 産 ・販売者 ・企
業が(部 分的であれ)市 場支配力を持ち,売上げ ・利潤最大化等のため,場
所,時 点によって異なる価格を設定するという方法がとられることからより
容易に推測され るものであろう。
第3に,実 際には一定範囲の労働を含め多 くの投入財 ・要素が長期性 ・資
本の要素を持ち,し たがってそれ らの使用 ・投入については資本と同様長期
的な視点で購入 ・投資 ・雇用が図られることである。 このこともまた,理 論
における短期 ・静学的状況の想定 と実際の供給 ・販売行動の乖離を示すもの
と言える。
最後 に,経 済理論に現れる生産者 ・企業は消費者 と同様経済人 ・homo-
economicsとして合理的な存在 とされるが,行 動経済学の議論のように,
利潤最大化を言 う場合でも,上記の種々の不確実性等その評価 ・判断能力が
相当程度限定 された状況が現実には十分存在すると考えられる14)。
3.3生産,投 資と時間的視野
1)生産 ・投資行動の実際 生産者 ・企業行動に関す る経済理論の想定は,
以上のように種 々の面で現実 ・実際と乖離していると考えられるが,理 論 と
現実の乖離を考 える場合,消 費者についてと同様,そ のどの部分 ・要素が大
きな位置を占めるかが問題になる。その評価は異な り得るが,本小節でも理
論 ・論理の体系性 ・一貫性の観点からより大きな意味を持つと考えられる,
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次の2点 に注目しよう。1つ は,ミ クロ ・均衡理論 におけるような短期の利
潤最大化の方法 ・行動に関するものである。すなわち,静学的理論では前述
の ようにphfhj=Wj,h,ノ=1,..,Hの関係が成立するよう,投入要素および生
産量が決定されると想定される。つまり,なめ らかな関数で表される生産技
術に対応 して,限 界価値生産物=投 入要素価格 となる投入 ・生産量を選ぶと
いうものである。これに対 してHicks(1993)は,短期的に工場には産出の
正常範囲があ り,生産物価格が限界費用=運 転費用 を超える限 りその上限ま
で生産する,と考えられる状況が存在することである監5)。2つは,生産者 ・
企業がその生産 ・販売行動を決める上で重要な関わ りを持つ時間的視野の問
題 に注意 し,そ して時間的視野の存在を考慮する と,投資の問題 とともに,
消費者の場合 と同様,貨 幣および金融資産による貯蓄が問題になり,それは
さらに一般均衡理論において均衡存在の要件であるWalras法則の成立 と矛
盾 し,それはさらにマクロ経済的な需給不均衡あるいは経済変動 と関係する
ことを見よう。
2)生産 ・投資行動の実際
2.1)J.Hicksが,前小節で見たような生産者 ・企業の行動が利潤最大を
もたらすと考える主要な理由は,短期には資本 ・設備の量が変更できないと
考えられ ることであるが,妻 鹿(2012)はさらに,現 実の企業 ・生産者に
とってはミクロ理論に見られるようななめらかな生産関数で示される生産技
術が認識 されているとは言えず,Hicks(1993)で述べ られているように一・
定の生産水準の範囲で,投 入一産出の間に固定的な関係があると考えるのが
現実的としている。
2.2)前小節で見たように,生産 ・販売が今 日のみではな く,将来 ・明日
も継続 して行わなければならないことを考慮すると,今 日・今期の生産 ・販
売の決定は当然明日以降の生産 ・販売を如何に考えるかにも依存する。明日
以降の生産 ・販売を如何に考えるかは,第1に は明 日以降に予測 される利潤
獲得の機会 ・可能性に依存するであろう。このような状況で最 も大きな問題
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になるのは,来期の利潤獲得の機会 ・可能性を考慮して同期の生産 ・販売の
可能性 ・態勢をどれほ ど準備するか,ま たそのために現在 ・今期の資本の利
用 ・投資をどのようにするかである。この来期の利潤獲得の機会 ・可能性は,
今期 と比べた景気等の推移 とともに,消費者の場合 と同様,こ こで も経済状
況の不確実性が大 きく関係するであろう。特に,こ の不確実性には景気等の
一般的な利潤獲得の機会 ・可能性のみでなく,生産物および投入要素 ・投資
財の(相 対)価 格の変化等 も含 まれることを考慮すると,不確実性が現在の
生産 ・販売に与える影響は(将来に備える投資 とともに)よ り複雑で困難な
ものになると推測 され る。 これ らはすなわち,消 費の場合 と同様,現 在の生
産 ・販売を決定するに当たっても,将来の利潤獲得の機会 ・可能性に関する
不確実性が大き く関与することが理解され る。
第2に,こ れ も消費者の場合 と同様,不 確実性 と密接 に関係する将来が
どれ程先であ りどれ程長いかも,以 上に劣 らず大 きな問題であると考えら
れる。これは,消 費者の消費行動の決定において寿命 ・存命期間の不確実性
が大きな問題であるのと同様に,生産者 ・企業にとってもどれだけの時間的
長さ ・視野で生産 ・投資計画を考えるかが,決 定の方法 ・内容に大きく影響
すると考えられ るか らである。特に生産者 ・企業の場合は,ゴ ーイングコン
サー ン(goingconcern:継続企業)の 概念が含意す るように無限の存続
が想定され遠い将来 も考慮 しなければならないとす ると,今期の生産 ・販売
行動の決定は大 きく困難になると考えられよう。
第3は,消 費の場合について述べた時間の連続性の問題である。 この点に
関して,消 費にっいては1人 の消費者の場合を見て もその決定が連続 ・間歌
的に行われ,時 間が経済理論が想定するように分割 された時間区分を積み重
ねたものとは異 な り本質的に連続的に継起する状況を含意すると述べたが,
生産者 ・企業にっいては(例 えば4半期 ・1年等)一 定期間の生産 ・販売を
計画 ・執行する等,経 済理論の想定によりよく合致 した状況が存在すると言
えるかも知れない。 しかしこの場合でも,前小節でふれたように,販売の状
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況に応 じて価格 ・生産 ・投資計画を変更するな ど,経済状況に対応して連続
的に生産 ・販売 ・投資計画を調整する必要性が十分存在すると考えられる。
そしてこのことは,消費決定の場合 と同様,均 衡論的な利潤最大化論が言 う
phfhj=Wjの関係,あ るいは2.1)節で述べたの とは異なる意味で,一 定期間
の利潤最大化を図るようある一時点で同期における投入 ・算出 ・投資を決定
すると考えるのが難 しくなることを示すもの と考えられる。
第4に,第1,第2点 と関係 して,生産 ・販売の決定は,将 来の利潤獲得
の機会 ・可能性を考慮 し,また各時点における不確実性 に対処する方法とし
て,現 在の利潤 ・所得の一部を将来消費のために取って置 く・留保すること
が必然的に行われると言える。 この留保 ・貯蓄は,消 費者の貯蓄 と同様,均
衡の存在を言 うために不可欠と考えられるWalras法則の成立を妨げると考
えられる。それはさらに,留保 ・貯蓄額が将来の不確実性等により時間的に
変化 しうることを考慮すると,マクロ経済的な意味の経済変動を含意すると
考えられる。
第5に,こ れも消費者の場合 と同様,現 実の貯蓄は種々の不確実性に対応
して種 々の方法,具 体的には種 々の実物および金融資産 を用いて行われる
が,そ れはまた,生 産 ・販売 ・投資の決定とともに,貯 蓄をどのような方法
で行 うかが重要な問題になることを意味している。特に,生 産者 ・企業のこ
れ らの行動については,かってバブル期にいわゆる 「財テク」が問題 となり,
また長期の経済停滞下にある現在 「金融危機」の表現がなされることは,こ
れ ら貯蓄のあり方が経済状況に大きな関わりを持っことを示唆するものと考
えられる。
3.4供給 ・販売の決定
生産 ・販売の決定における上記のような諸特徴を総合すると,生産 ・販売
決定の内容および方法 ともにそれらを考慮 して十分に再考 される必要がある
が,そ の内容 ・状況は特に静学的な利潤最大化理論が言 うものとは大きく異
17 一17一
なっていると言える。その主要な特徴は次であろう。第1は 情報の問題で,
必要な情報を完全 ・十分に保有し,一定期間の利潤を最大化するよう生産 ・
販売を定め,同 期 に獲得 される所得 ・利潤をすべて処分するとい うのとは
大きく異なり,情報は不完全で,将来の状況 ・事態に関しては多 くの不確実
性が存在 ししたがって必然的に情報は限定的で,将来の利潤獲得の機会 ・可
能性 も考慮しなければならないが継続企業 として無限の将来の考慮が求めら
れるとすると,最大化すべき利潤が超長期にわたる状況において,そ の決定
がなされなければならない ・されている,こ とが注目され る。第2に,今
期 ・現在の生産 ・販売 ・投資が,明 日・来期以降の事業活動 をも考慮 してな
されることは,一 般にある期の利潤を同期にすべて処分することはな く,通
常(借入 とともに)貨 幣 ・金融資産による留保 ・貯蓄が行われ,そ のことは
Walras法則の成立を妨げる。第3は,消 費者の場合 と同様,生 産 ・販売の
決定における,情報の不完全 ・不十分性および状況 ・事態の不確実性が本質
的 と言えることである。第4に,消 費者の場合より限定的 と考えられるが,
生産 ・販売の決定が必ず しも一時点で同時に行われるのでな く,特にその調
整は時間の経過の中で連続 ・間歌的になされていると考えられることであ
る。以上は何れ も,現実の生産 ・販売の決定が,利潤最大化理論のそれと大
きく異なることを示すものであろう。
4.市場,均 衡,経 済活動の決定
4.1市場均衡
先にふれたように市場均衡は,特定の財 ・サービスについての需要 と供給
量が一致することを言 う場合と,すべての財 ・サービスの需給量が一致する
ことを言う場合があるが,本節でも必要な場合を除き以下両者を特に区別せ
ず(市 場)均 衡の概念を用いよう。
均衡理論は,そ の呼称が示すように,す べての経済活動 ・取引が需要量 と
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供給量が互いに一致する状況において行われることを想定するものである。
そしてさらに,こ れ らの需要および供給量は,需 要 ・消費および生産 ・販売
の主体である消費者および生産者 ・企業が各々最善のものとして選択したも
の ・主体的均衡にあることが想定 される。これに対 して上記2つ の節では,
消費者,生 産者 ともに各々の需給の決定において主体的均衡を考えることが
様々の理由で困難であること,特に需要 ・供給の決定 ・選択は各々時間的に
長期にわたる考慮が必要であるが,他方現実にはそのような長期的決定 ・選
択か ら離れて短期 ・一・時的な決定 ・選択が行われる ・必要 とされる状況が存
在すること,同長期性 は効用 ・利潤最大化を考えること自体を困難にさせ う
ること,等の問題があることを述べた。そこで次 に問題になると考えられる
のが,特 定の財 ・サービスについての需給均衡,さ らにその集まりである一
般均衡が どのように考えられまた実現されるか,そ して,仮 にそれ らが否定
され る ・実現 されないとすると,実際の種々の経済活動つまり売買取引がど
のように行われるかが問題になる。本節ではこの問題を考えよう。
これを考えるためにまず,上 記でふれた,効用 ・利潤最大化をもたらすよ
うに需要 ・供給を決定することが困難であること,ま た消費者,生 産者 ・企
業ともにその需要あるいは生産 ・販売行動の決定 ・執行の際,需 給均衡をも
たらす価格が何であるか知 らず,か つ知 る必要がないという点に注意 しよ
う。すなわち,消 費者,生 産者 とも仮に需給均衡価格を知 らないとし,消費
者は喉が渇けばジュースを購入 ・摂取し,生産 ・販売者は売れ行 き等々を見
て販売価格および生産 ・供給量を決め,当面の生産の継続等を行うであろう。
ここで最 も重要であるのは,←一般)均 衡理論が均衡価格においてのみ取引
が行われると想定するのに対 し,ジュースを買う消費者 も,あ る財(例 えば
同ジュース)の 生産 ・供給量あるいは価格を決める生産者 ・企業 も,同価格
が同財あるいはすべての財の需給を均衡 させ るものであるかを知 らない,つ
まり,各々の需要 ・供給行動を決定 ・執行するためにある価格が均衡価格で
るか否かを知 る必要がない,こ とである。 さらに,消 費 ・需要あるいは生
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産 ・販売等の経済活動が,均 衡であるか否かを問わず,現 在示されているあ
る価格あるいは市場支配力がある場合には自身が定める価格で執行 され るこ
とは,あ る需要量あるいは供給量(の決定 ・執行)が 主体的均衡であるか否
かを考慮することな くなされることに対応 している,あ るいは,そのような
需給の決定 ・執行を可能にする状況が存在する,と考え られよう。
第2に,市 場均衡,特 に一般均衡がどのようにして達成されるかについて
考えておこう。この点については早 くから多くの疑問が提起され,L.Walras,
A.Marshal1等もそれを如何に理解 ・説明するかに苦慮 し16),いろいろの説
明が試み られて きたことが顧慮 される童7)。しか し,次小節で少し詳 しく見
るように,これ らの試みはいずれも未完あるいは満足な水準に至っていない
と考えられるだけでな く,それは逆に市場均衡 ・一般均衡が理論上のものに
留まることを示唆 しているとも考えられる。さらに,以 上2点 が市場均衡を
考えることが必要でないことを含意すると理解すると,前2節 でふれたよう
に,そ れは均衡存在の必須条件 とされるWalras法則が現実には成立困難 ・
成立 しない状況にあると述べたことと対応 ・合致 しているとも言えよう。
第3に,需 給の調整が自動的に行われるのか,人 の手によって行われる必
要があるか という問題 も存在すると考えられる。次小節で見る需要供給の法
則あるいは価格のバロメーター機能 という言い方は需給が市場で自動的に調
整されることを想定 していると理解されるが,他 方,同 法則をより詳細に考
えようとしたタ トヌマン(tatonnement)・模索過程の理論では通常市場調
整 ・競売人(auctioneer)の存在が想定 される。 しか し,市場 または需給調
整に人の手つ まり労働投入が必要であることは,仮 に市場均衡が実現 される
として も,(厚生経済学の定理が言う)市場の効率性が単純に主張され得な
いことを意味することになる。
4.2均衡の達成 ・到達
さて,前 小節で問題 とした,市場均衡あるいは一般均衡がどのようにして
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達成 されるかを,経 済理論がどのように考えて きたかについて簡単に振 り
返っておこう。
1)需要供給の法則 市場による,つ まり,自動的な需給調整を最も簡明な
かたちで主張するのは,A.Smithによっても述べ られた という需要供給の
法則であろう。 これは,特定の財 ・サービスさらには一般均衡の実現 ・達成
可能性を最 も簡潔に示すもので,需 要が供給 を上回 る状況では価格が上昇
し,逆 に需要が供給を下回る場合には価格が下落,そ のような調整によって
需給が一致する価格が発見されることを言うものである。同法則はSmithが
価格のバロメーター機能 と呼んだものに対応 し,それは実際の市場 ・取引の
場で需給が一致 しない限 り価格が調整されることを述べるものである。
この考えは最 も素朴には十分理解 されるものであろう。 しかし,同法則に
は次のような問題が指摘 される。1つ は特定の財 ・サービスの需給均衡を考
える場合,需 要 ・供給の相対的な関係,お よび,需 給較差に対応して変更さ
れる価格調整の大きさによって,法 則が想定する均衡に到達 しないという問
題が存在することである18)。2つは,多数の財 ・サービス需給の調整を考え
ると,どの財 ・サービス価格が先に調整されるか,仮 にすべて同時に調整さ
れるとすると,財 ・サービスが多数にのぼる場合それが執行可能か,ま た現
実にどのように実行されるか,等 の問題 も生 じると考えられる。
2)タ トヌマン ・模索 前項で指摘 した価格調整の問題を論理的,整 合的に
説明しようとしたのがタトヌマン ・模索的調整 と呼ばれる考 え方である。こ
れは,売 買取引は均衡価格が発見 ・実現されるまで行われないと想定 し,需
給量に差が存在する限 りその差に応じて各々の財 ・サービスについて一定額
価格が調整されると考え,同想定の下で均衡価格が実現 ・達成 されるかを調
べる,というものであるis)。この考え ・理論の特徴は,均 衡理論のそれに対
応するように均衡価格が実現されるまで取引が行われず,取 引は均衡価格で
のみ行われるとい う点である。このような調整方法が現実に適用可能である
かは,均衡価格が発見 ・到達されない限り取引が行われないという仮定がど
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れほ ど現実的か,つ まり,均衡の発見 ・到達にどれだけの時間を要するか,
また,そ もそも調整過程が収束 ・均衡が到達 されるか,さ らに,調整にどれ
ほどのコス トが必要になるか,等 々に依存すると考えられよう。
3)価格調整の実際 これまで触れたように,消 費者 ・生産者 ともに何が均
衡価格であるか容易にまた一般に確認できないこと,財 ・サービス需給の必
要性が時間的経過の中で急に高まったり低下 した りする場合,そ れに対応 し
て需要 ・供給が行われうること等を考えると,実際の売買取引 ・経済活動は
消費者の視点でも生産者の観点でも,連続 した時間経過の中で逐次 ・間歌的
に行われると考えるのがより妥当と考えられる。理論の観点か らこのような
価格調整の問題を考えたのが,非 模索過程(non-tatonnement)・逐次的調
整の理論であるが,同 理論は,当然であるが,逐 次的に売買 ・取引が行われ
る結果,そ の調整過程に従 う場合,最終的な均衡では最初の状況に対応する
均衡 とは異なる価格(お よび配分)が 実現 されうることを示 し,均衡理論の
想定 と異なる結果がもたらされることになる20)。
4.3経済活動 ・取引の決定 ・執行とその含意
1)すでに繰 り返 し触れ指摘 したように,実際の消費 ・需要行動および供給 ・
販売の行動は,均 衡理論の想定 と異なり,必ず しも需給均衡をもたらす価格
で取引されないだけでな く,実際の消費 ・需要および供給 ・販売の行動の決
定に当たって当面する価格が均衡価格であるかは殆 ど問題 にされず,か つ,
そのことがそれ ら経済行動の決定に殆ど困難をもたらしていないことも注目
される。
2)また,現 実の需要および供給の決定にあたって,価 格等の情報が完全で
はなく,さ らにその決定が長い将来 と関係することによって大きな不確実 ・
不安定性に晒 されてお り,それらと対応して,消 費者 ・生産者 ・企業 ともに
静学あるいは均衡理論の意味での効用最大化あるいは利潤最大化を行うの と
大きく異なる状況に置かれていることを考慮すると,そのようにして決定 ・
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執行 される需要 ・供給がどのように理解で き,どのような特徴を持つと言え
るかが問題になる。
このような視点で注 目される1つは,均衡理論が想定する完全 ・競争市場
の現実性である。これについては,前2節で触れ また広 く認識されるように,
実際にも情報は不完全で,競争が完全でない状況が広 く存在すると考えられ
る。このことは,市場の効率性を主張する基礎にあ ると考えられる一般均衡
理論がその前提において現実と乖離するという困難を有することを示 してい
る。またその中でも,均衡であるかを考えることな く経済活動が行われるこ
とが可能で,行 われていることも注目される。
第2は,第1点 と基本的に同じ視点に立っ ものであるが,仮 に第1点 の前
提が満たされるとしても,前2節 で示したように,理 論が想定するような効
用最大化,利 潤最大化が行われない ・行 うのが困難であるとすると,あるい
は,均衡理論が言う均衡が存在しないとすると,それを前提にして導かれる
厚生経済学の定理もまた成立 しないという点である。厚生経済学の定理もま
た市場経済の効率性を言う基礎とされるものと考え られ,同 定理 もまた否定
されることが注目されよう。
第3に,実 際の観点からは,経 済活動についての以上のような理解が,経
済の状態の理解にどのように影響し,特に経済政策のあり方あるいは妥当性
がどのように評価 されるかが,問題になる。これらの考察は無論本稿の視野
外にあるが,例えば現在 「非伝統的金融政策」等々の表現に見 られるように,
従来と異なる政策あるいはその考えが求められることも,以上の議論 と関係
しうることも推測されよう。
経済活動 ・経済過程を如何に見如何に捉えるかは,(市場)経 済のあり方
の理解,政策の考え方 ・解明に当然大 きな関わ りを持つ と考えられ,以上の
議論はこのような視点からも大きな課題が残されていることを示唆するもの
であろう。
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注1)Walras(1983)0
2)Edgeworth(1967),Marshall(1965)等を参照。
3)HICKS(1946),Debreu(1959)等を参照。Hicks(1946)は彼の動学(dynamics)
の方法に関係 して不均衡が生じる可能性に触れているが,動 学的経路は基本的
に短期均衡の積み重ね と考えており,またDebreuは,その均衡理論が時間が
含 まれる場合 に拡張可能であるとするが,例 えば2つの異なる時点t'とtZの価格
〆 とCPは両時点問の蓄積因子(accumulationfactor)α,、〆を用いPr'ニPrar',r'の
ように表 されるとし,同様の均衡が繰 り返されると想定 していると理解される。
4)これはマクロ理論で も基本的に同じで,あ る時点の生産物は消費(財)ま たは投
資(財)と してすべて需要される状況が考えられ,こ の投資によって経済の(成
長等の)時間的変化がもたらされると想定される。
5)Hicks『価値 と資本』(Hicks,1946)は,動学理論を展開するため貯蓄,投 資
等についても色々の検討を行っているが,し かし,経済の時間的 ・動学的展開
を短期的均衡の積み重ねによって捉えており,したがって,そ こで考察されて
いる貯蓄は時間を超えて貨幣 ・金融資産の形で所得が保存 ・保蔵されることを
意味 しないと考えられる。Hicks(1946),第12,14,20章等を参照。
6)Debreu(1959),第5章等を参照。
7)マクロ理論では,消 費者の長期 ・動学的最適化を考える際資産を導入し,資産
が(例 えば利子率相当の)一定率の収益をもたらす等の状況が想定される場合
がある。この場合,同 資産を如何に理解するかの余地はあるが,1っ の方法は
それを(例 えば穀物の種子を保存する場合のように)実物の貯蓄と考え,そ の
ような貯蓄=投 資が上記収益をもたらす と考えるもので,こ れによって貯蓄お
よび資産 を考慮する場合 も貨幣の問題に関わらず,実 物 ・財の範囲に問題を限
定することができ,理論では主 としてそのような方法が取 られてきたと考えら
れる。
8)総務省(2012)を参照。
9)多田(2003),Wilkinson(2007)等を参照。
10)需給不均衡が生じる場合に,同不均衡がどのように調整 されているかについて
Hicks(1993),第4章を参照。
11)また,(各時点において)均衡が図られ達成されると想定するために,前節で述
べたように,均 衡の存在を保証するためにWalras法則が成立すると仮定され,
各時点においてすべての所得が同時点において支出され需要に向けられると想
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定される。 これはまた,現実には重要な意味 ・機能を持つ貨幣での貯蓄および
ある時点の所得の(1部の)時 間を超えた所有 ・保存(保 蔵)が ないことを意
味する。
12)よく知 られるように,静学的ミクロ理論では資本 も(同サービスとして)購入
可能なものとされ,投 資の問題が現れない(投 資が必要でない)状況が想定さ
れる。
13)留保 された利潤は必ずしもすべて投資に向けられるのでなく,後述のような理
由で,消 費者 ・家計の貯蓄と同様,生 産 ・企業活動を円滑化する資金 ・留保 と
して生産者 ・企業に保有され続けると考えられる。 これら双方の理由で,利 潤
を完全に分配するという想定は生産者 ・企業行動の実際に対応 していないと考
えられよう。
14)後述の実際の生産者 ・企業の利潤最大化行動を参照。
15)Hicks(1993),第3章を参照。また,妻鹿(2012)も,自身が役員を務める製
紙メーカーの行動が同じようであることを述べている。
16)Walras(1983),Marshall(1965)等を参照。
17)深谷(1992)等を参照。
18)Arrow&Hahn(1971),根岸(1989)等を参照。
19)根岸(1989)等を参照。
20)根岸(1989)等を参照。
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